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電力広域的運営推進機関の予算の審査結果について 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
主なポイント 
 
１．審査方法 

当監視委員会事務局において、広域機関より提出された資料の確認及び広域

機関に対するヒアリングを行い、別紙の審査方針（平成２８年３月４日付け、

当監視委員による決議）に基づき、審査を行った。 
 
２．審査の結果 
①人件費（平成２８年度：約１６億円） 
役職員の給与、退職給与、法定厚生費及びその他厚生費に係る費用が計上さ

れている。これらの費用は、昨年１２月に策定した「託送供給等約款認可申請

に係る査定方針」に示された水準と遜色ないうえ、高度な知見を有する人材の

確保に向けた人件費も着実に計上されていることを確認した。 
 
②運営経費等（平成２８年度：約２７億円） 
広域機関システム（有形固定資産）の取得費用、ソフトウエア（無形固定資

産）の改修費用、建物の賃借料、システムの保守管理や調査案件の委託費、水

道光熱費や事務用品の消耗品費、役職員の旅費等が計上されている。これらを

個別に確認したところ、託送料金原価として認められないものや過剰な数量の

計上は見当たらなかった。 
 
 
 
 
 
 

（趣旨） 
託送料金の適正性を確保する観点から、平成２８年３月４日付けをもっ

て、当監視委員会より、電力広域的運営推進機関（以下、「広域機関」と

いう。）に対し、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第１１４条第

１項の規定により委任された第１０６条第５項の規定に基づき、平成２８

年度予算の内容が確認できる資料の報告を求めたところ。 
その後、平成２８年３月９日付けをもって、広域機関より当該予算に係

る報告がなされ、これに係る審査を実施したので、以下のとおり報告する。 
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（別紙） 
 

電力広域的運営推進機関の平成２８年度予算案に係る審査方針 
 

平成２８年３月４日 
電力取引監視等委員会 

 
電力広域的運営推進機関（以下、「広域機関」という。）の毎事業年度の予算

は、電気事業法第２８条の４８に基づき、当該事業年度の開始前に、経済産

業大臣の認可を受けなければならないこととされている。 
また、当委員会が平成２７年１２月に策定した「託送供給等約款認可申請に

係る査定方針」において、電力会社が広域機関へ会費として支払う事業団体費

を託送料金原価として認めるとともに、広域機関の運営経費については、その

大半が当該会費収入により賄われている。 
 
こうした状況に鑑み、当委員会は、託送料金の適正性を確保する観点から、

広域機関の予算について、託送供給等約款料金審査要領（※）及び託送供給

等約款認可申請に係る査定方針に準拠して審査に係らしめる必要がある。 
このため、広域機関の平成２８年度予算案について、電気事業法第１０６条

第５項の規定に基づき、当委員会から広域機関に対して報告徴収を行い、当

該予算の内容について以下の方針に従って審査を行う。 
 
※電気事業法等の一部を改正する法律附則第九条第一項の規定に基づき一般電気事業者が

定める託送供給等約款で設定する託送供給等約款料金審査要領（平成２７年７月制定） 
 

＜審査方針＞ 
１．原則として、託送供給等約款料金審査要領及び託送供給等約款認可申請

に係る査定方針に基づいて審査を行う。 
ただし、電力会社に比して広域機関の人員数が小規模であることから、

一律に比べられないもの等に、これらを適用し、広域機関の業務遂行に支

障を及ぼすおそれがあると認められる場合にあっては、その内容を斟酌し

て、当該予算を認めるものとする。 
 

２．運営経費として計上されている内容が託送料金原価として認められない

ものや過剰な数量が計上されていないか等の観点から審査を行う。 
 
３．他方、今般の電力システム改革により広域機関が担うこととなった電力

安定供給や電力会社間との調整のためには、電力系統利用に関する様々な

情報を集め、それを幅広く分析することが必要であり、広域機関としての

高度な知見を有する人材の確保やその育成が極めて重要であることに鑑み、

役職員の人件費等について真に必要なものを着実に計上しているかの観点

からも審査を行う。 


